


を乙に求めることができるものとする。  

３ 甲は、前項の報告により、必要があると認められる場合は、乙の管理方法に関し、乙

と協議を行うことができるものとする。  

４ 甲又は乙は、第１項に規定する当該道路外利便施設の管理の範囲に変更が生じた場合

においては、別途、甲は乙及び丁と、乙は甲及び丁と、協議を行い、変更することがで

きるものとする。  

５ 乙又は丁は、この協定の締結後において、第３条第１項に規定する道路外利便施設及

びその敷地に新たな物件等を設けようとする場合においては、あらかじめ甲と協議を行

うものとする。 

  

（道路外利便施設の管理に要する費用の負担） 

第５条 前条第１項の規定により乙が行う道路外利便施設の管理に要する費用について

は、原則として、乙が負担するものとする。ただし、甲と協議の上、別途、管理に要す

る費用の負担方法について定めることができるものとする。 

  

（協定の有効期間） 

第６条 この協定は、協定を締結した日から道路外利便施設の存する期間、有効とする。

ただし、道路が廃止され、道路外利便施設により当該道路の通行者若しくは利用者の利

便を確保する必要がなくなった場合又は道路外利便施設によらずに必要な歩道幅員が

確保できる事となった場合においては、この限りではないものとする。 

 

（協定に違反した場合の措置） 

第７条 甲は、乙、丙又は丁のいずれかがこの協定に定める事項に違反したときは、相当

の期間を定めてこの協定を適正に履行すべき旨を申し入れることができるものとする。  

２ 乙、丙又は丁は、甲がこの協定に定める事項に違反したときは、相当の期間を定めて

この協定を履行すべき旨を申し入れることができるものとする。  

３ 前二項の期間の経過にかかわらず、なお違反の状態が継続しているときは、甲、乙、

丙及び丁は、この協定の適正な履行のために必要な措置を自ら講じ、又はこの協定に違

反した者に対する申し入れによりこの協定を解除することができるものとする。  

４ 前項に掲げる措置に要した費用は、この協定に違反した者が負担するものとする。 

 

（協定の掲示方法） 

第８条 甲は、この協定又はその写しを甲の東京国道事務所において閲覧に供している旨

を、道路外利便施設又はその敷地内の見やすい場所に掲示しなければならない。 

 

 



（道路外利便施設及びその敷地内への立入り） 

第９条 甲は、道路外利便施設の管理状況の確認を行うため必要がある場合には、第３条

第１項に掲げる道路外利便施設及びその敷地内に立ち入ることができる。 

２ 甲は、前項の規定により道路外利便施設及びその敷地内に立ち入り、乙及び丁に損害

を与えた場合においては、当該損害を乙及び丁に賠償しなければならない。 

 

（立入り等の受忍） 

第１０条 乙、丙及び丁は、正当な事由がない限り、前条の立入りを拒み、又は妨げては

ならない。 

２ 前項の規定に違反した場合においては、乙、丙及び丁は、それにより甲に与えた損害

を賠償しなければならない。 

                              

（道路外利便施設の危険防止） 

第１１条 甲又は乙は、第３条第１項に規定する道路外利便施設において、老朽、損傷、

一部の滅失又はその他の事由により、道路外利便施設の利用者等に対して危険を及ぼす

おそれがあると認められる場合においては、あらかじめ、乙又は甲と、日時及び方法に

ついて協議を行い、危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定による道路外利便施設に関する措置に要する費用の負担については、原則

として、甲又は乙が負担することとし、別途協議して定めるものとする。 

 

（非常災害時等における道路外利便施設の危険防止） 

第１２条 甲又は乙は、非常災害、事故等により第３条第１項に定める道路外利便施設が

当該施設の利用者等に対して危険を及ぼすおそれがあると認められる場合であって、あ

らかじめ、甲が乙と、乙が甲と、協議を行うことが困難であるときは、前条の規定にか

かわらず、甲又は乙は自ら必要最低限の範囲において、必要な措置を講ずることができ

るものとする。 

２ 前項の規定による道路外利便施設に関する措置に要する費用の負担については、原則

として、甲又は乙が負担することとし、別途協議して定めるものする。 

 

（道路外利便施設及びその敷地に損害が生じた場合の措置） 

第１３条 乙は、第４条第１項の規定による道路外利便施設の管理の瑕疵により甲、丙及

び丁に損害を与えた場合においては、当該損害を甲、丙及び丁に賠償しなければならな

い。 

（善管注意義務） 

第１４条 乙は、善良なる管理者の注意をもって、道路外利便施設の管理を行わなければ

ならない。 



２ 甲、乙、丙及び丁は、道路外利便施設及びその敷地内において、道路外利便施設の構

造に損害を及ぼし、又は危険を及ぼすおそれがあると認められる行為を行ってはならな

い。 

 

（道路外利便施設の貸与、道路外利便施設及びこれに係る地上権の譲渡） 

第１５条 乙は、道路外利便施設の全部又は一部を貸与しようとする場合においては、当

該貸与に係る契約に、当該貸与を受けようとする者が乙と同一の条件の下でこの協定に

規定する義務を遵守しなければならない旨の条項を定めるとともに、当該貸与を受けよ

うとする者に当該義務を遵守する旨の誓約書を甲に提出させなければならない。  

２ 道路外利便施設の全部又は一部の貸与を受けた者が、当該貸与に係る契約に定められ

た前項の条項に違反した場合においては、甲は乙に対して当該契約の解除その他必要な

措置を求めることができる。 

３ 丁は、道路外利便施設及びこれに係る地上権の全部又は一部を譲渡しようとする場合

においては、当該譲渡に係る契約の締結にあたって、当該譲渡を受けようとする者が丁

と同一の条件の下でこの協定に規定する義務を遵守しなければならない旨、十分な説明

を行わなければならない。 

４ 丁は、前項の規定に基づき、道路外利便施設及びこれに係る地上権の全部又は一部を

譲渡しようとする場合においては、その旨を事前に乙に通知し、乙は甲に通知しなけれ

ばならない。 

 

（道路外利便施設に係る敷地の譲渡） 

第１６条 丙は、道路外利便施設に係る敷地の全部又は一部を譲渡しようとする場合にお

いては、当該譲渡に係る契約の締結にあたって、当該譲渡を受けようとする者が丙と同

一の条件の下でこの協定に規定する義務を遵守しなければならない旨、十分な説明を行

わなければならない。 

２ 丙は、前項の規定に基づき、道路外利便施設に係る敷地の全部又は一部を譲渡しよう

とする場合においては、その旨を事前に乙に通知し、乙は甲に通知しなければならない。 

 

（道路外利便施設及びその敷地の目的外使用） 

第１７条 甲及び乙は、第３条第１項に規定する道路外利便施設が第三者により目的外に

使用されている場合においては、別途協議の上、必要な措置を講ずるものとする。この

場合、第三者に対する必要な措置については、原則として乙が行うものとする。 

２ 甲及び乙は、第３条第１項に規定する道路外利便施設の敷地が第三者により目的外に

使用されている場合においては、別途協議の上、必要な措置を講ずるものとする。この

場合、第三者に対する必要な措置については、原則として乙が行うものとする。 

３ 前二項に規定する第三者に対する必要な措置については、前二項の定めにかかわらず、



甲及び乙は別途協議を行い、甲が第三者に対して必要な措置を講ずることができるもの

とする。  

 

（協議） 

第１８条 甲、乙、丙及び丁は、この協定を変更する必要が生じた場合又はこの協定に定

めのない事項、疑義を生じた場合においては、その都度協議するものとする。 

  







別表 

 

 道路外利便施設及びその敷地の表示（令和  年  月  日） 

 

 利便施設の名称 

 

一般国道２４６号 渋谷ストリームアーバン・コア通路 

 

 利便施設の所在地 

 

東京都渋谷区渋谷三丁目１８番２ 

 

 敷地 

 

 

 

 所在地 

 

 利便施設の所在地に同じ 

 

 面積 

 

 1.79㎡ 

 

  備  考 

 

 

  
 

 



別添図１　位置図

渋谷区渋谷三丁目１８番２




